
和光都市計画高度地区に関する規則をここに公布する。

平成１８年３月１０日

和光市長 野木 実

和光市規則第 ３ 号

和光都市計画高度地区に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に基づく和光都市計画高

度地区（平成１８年告示第２７号。以下「高度地区」という。）の特例許可に関し必要

な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この規則において使用する用語は、都市計画法並びに建築基準法（昭和２５年法

律第２０１号。以下「法」という。）及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８

号）において使用する用語の例による。

２ この規則において「既存不適格建築物」とは、高度地区の決定の告示の日（以下「告

示日」という。）に現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは模様替の工事中の建

築物で高度地区の決定による建築物の高さの最高限度制限（以下「最高限度制限」とい

う。）に適合しない部分を有するものをいう。

３ この規則において「既存不適格建築物の建替え」とは、告示日における当該既存不適

格建築物の敷地内において、当該既存不適格建築物の全部又は一部を除却した後、引き

続き当該既存不適格建築物と同一の用途の建築物を建築することをいう。

（許可申請）

第３条 高度地区の特例許可の規定による許可（以下「許可」という。）を受けようとす

る者（以下「申請者」という。）は、許可申請書（様式第１号）の正本及び副本に、そ

れぞれ、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
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前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（許可通知書等）

第４条 市長は、許可をしたときは、許可通知書（様式第２号）に前条の申請書の副本を

添えて、申請者に通知するものとする。



２ 市長は、許可をしないときは、許可しない旨の通知書（様式第３号）に前条の申請書

の副本を添えて、申請者に通知するものとする。

（市長が認める既存不適格建築物の建替え）

第５条 高度地区の特例許可の規定による周辺市街地の住環境の保全に支障がないと市長

が認める既存不適格建築物の建替えとは、既存不適格建築物の建替えにより建築した建

築物の最高限度制限に適合しない部分による日影面積が当該既存不適格建築物の最高限

度制限に適合しない部分による日影面積を超えないものをいう。

（公益上やむを得ない建築物）

第６条 高度地区の特例許可の規定による公益上やむを得ない建築物とは、法第４８条別

表第２（い）項９号、同表（は）項２号、３号及び７号に掲げる建築物（規模、能力、

容量に関する規定を除く。）その他これらと同等以上に公益上やむを得ないと市長が認

めた建築物とする。

（市長が認める公益上やむを得ない建築物の建築）

第７条 高度地区の特例許可の規定による周辺市街地の住環境の保全に支障がないと市長

が認める公益上やむを得ない建築物の建築とは、当該建築物の外壁又はこれに代わる柱

の面から当該建築物を建築しようとする敷地の全ての敷地境界線までの距離が４メート

ル以上のものをいう。

附 則

この規則は、平成１８年 ３月１０日から施行する。



様式第１号（第３条関係）

許可申請書

年 月 日

和光市長 様

申請者 住所

氏名

和光都市計画高度地区の特例許可の規定により許可を受けたいので申請します。

この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。

建築主住所・氏名

代理人住所・氏名

設計者住所・氏名

着工･完了予定日 着工 年 月 日 完了 年 月 日

敷

地

の

位

置

地 名 地 番

用 途 地 域 その他の区域、

地 域、地 区防 火 地 域

主 要 用 途 工 事 種 別

申請部分 申請以外の部分 合 計 面 積 比 率

敷 地 面 積

建 築 面 積

延 べ 面 積

構 造 の 概 要 建 築 物 の 高 さ ｍ

申 請 理 由

１ 既存不適格建築物の大規模の修繕・大規模の模様替

２ 既存不適格建築物の増築 ３ 既存不適格建築物の建替え

４ 公益上やむをえない建築物の建築

備 考 許可番号年月日

第 号

年 月 日



様式第２号（第４条関係）

許可通知書

文書記号第 号

年 月 日

様

和光市長

年 月 日付けで申請のあった計画については、和光都市計画高度地区

の特例許可の規定により許可したので通知します。

記

１ 建築場所

２ 建築物又はその部分の概要

建築物の名称

主要用途

工事種別

建築物の高さ ｍ

延べ面積（建築物全体） ア 申請部分の面積 ㎡

イ 申請以外の部分の面積 ㎡

ウ 合計の面積 ㎡

建築物の構造

建築物の階数 地階を除く階数（地上階数）

地階の階数

（注意） この通知書は、大切に保存しておいてください。



様式第３号（第４条関係）

許可しない旨の通知書

文書記号第 号

年 月 日

様

和光市長

年 月 日付けで申請のあった計画については、和光都市計画高度地区の

特例許可の規定による許可をしないこととしたので通知します。

（理由）

教示

１ 異議申立てについて

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、和光市長に対して異議申立てをすることができます。た

だし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、異議申立てをすることが

できなくなります。

２ 取消訴訟について

この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日（１の異議申立て

をした場合は、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日）の翌日から

起算して６月以内に、和光市を被告として（訴訟において和光市を代表する者は和

光市長となります。）、提起することができます。ただし、この処分があったこと

を知った日（１の異議申立てをした場合は、当該異議申立てに対する決定があった

ことを知った日）の翌日から起算して６月以内であっても、この処分の日（１の異

議申立てをした場合は、当該異議申立てに対する決定の日）の翌日から起算して１

年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。


